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計画づくりのための予算獲得
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あなたはどの鵜的フェーズ？

鵜的フェーズクリアのため・・・
フェーズ１

 新規ねぐら・コロニー発見調査

 年3回のねぐら・コロニー入りモニタリング調査

フェーズ2
 被害量算定のための河川の飛来調査

 カワウの胃内容物分析

フェーズ3
 正しいカワウ対策の知識を得る研修会、啓発活動

 協議会、水系会議の運営、開催

カワウ対策を始めたら・・・

 個体群管理

 攪乱の後、ねぐら・コロニー入りモニタリング。

 分散していたらビニールテープ張り

 ドライアイス等による繁殖抑制やSSによる成鳥の捕獲

 被害防除

 ロケット花火、銃器等による追い払い

 案山子、テグス等の設置

 生息地管理

 水辺のこわざ、粗朶、竹伏せの設置

先立つものがないと実施不可能

 いつ、だれが、どのお金でやる

→実施前に確認しておかないと、必要なデータが得られな
かったり、無計画な攪乱でかえって被害エリアを増やしてし
まうことがある。

 カワウの対策は、カワウと共存する限り持続的に実施

→カワウ対策が継続できる人、お金、システムが不可欠。

 カワウ対策をマネージメントする人材も必要

→お金だけあっても、被害が減るとはかぎらない。

カワウ対策に使える補助金
カワウ専用の予算（内水面漁業振興法）

 水産庁→全国内水面漁連→各県漁連

鳥獣被害防止対策特措法の予算

 総務省→市町村 特別交付税

 農水省→鳥獣被害防止総合対策交付金

→市町村（市町村ごとの協議会）

→漁協 （民間団体として）

→広域協議会 （複数の市町村による

広域協議会として）

３つの団体で
申請が可能
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水産庁予算
 水産庁（健全な内水面生態系復元等推進事業）

→生態系の保全に係る実践活動事業、広域連携カワウ・外来魚被
害管理対策事業

 対象事業と補助割合
生息状況調査と駆除・繁殖抑制→定額補助（1県300万円）
追い払い→2分の1補助 （これまで通り）

 申請先と申請時期
各漁協→各ブロック内水面漁業推進協議会→水産庁
H27年度予算については、2月5日までに申請済み

 予算執行期間
H27年4月第1週頃～H28年3月31日
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鳥獣による農林水産業等に係る

被害の防止のための特措法の施行

鳥獣被害防止特措法 H19. 12.21 公布 H20.2.21施行

（目的）

農山漁村地域での鳥獣被害の防止

農林水産大臣による基本指針策定

↓

市町村による被害防止計画の作成

（権限の委譲、財政支援、人材確保）

総務省予算 農水省予算

総務省予算
 総務省（鳥獣被害防止対策特措法 特別交付税措置）

 対象事業と補助割合
駆除等経費（交付率8割）

広報費（交付率5割）

調査・研究費（交付率5割）

 申請先と申請時期
市町村→総務省（特別交付税として市町村に入る）

申請時期 前年度の12月くらいまでに

＊各市町村の鳥獣被害対策協議会の鳥獣被害防止計画に

カワウが対象種として入っている必要がある！

 予算執行の期間
H27年4月1日～H28年3月31日

水産庁カワウ対策費と総務省の
特別交付税を併用して使う
カワウ対策費の2分の1助成の残りの予算に総務省の予算
を充てることが可能

カワウ対策費
（水産庁５０％)

総務省交付税
（４０％)

市町村
（１０％）

市町村の事業経費

カワウの対策にかかわる全体経費

市町村が負担した経費の8割が特別交付税により措置

カワウが
対象になるのは、
ソフト事業のみ。

民間団体による取り組み
は1市町村当たり
定額200万円。

漁協もOK

使い易い予算ではあるが、
6月以降でないと使えないという
問題点が・・・

農水省予算 農水省予算
 農水省（鳥獣被害防止総合対策交付金 ソフト事業）

 対象事業と補助割合
民間団体で応募（定額200万）
市町村の協議会で応募：実施隊による活動（定額～300万）

その他の活動（2分の1）
対象事業：駆除、調査、研修会、追い払い等メニューは幅広い。

 申請先と申請時期
市町村→県の特措法を担当する部局→農水省
各漁協→県の特措法を担当する部局→農水省
申請時期 前年度の12月くらいまでに（余剰があれば・・・）
＊各市町村の鳥獣被害対策協議会の鳥獣被害防止計画に
カワウが対象種として入っている必要がある！
＊会計が結構面倒、あとで対費用効果を求められる！
→県庁の水産課は特措法の担当課とともに漁協の会計事務指導を！

 予算執行の期間
H27年6月くらい～H28年3月31日
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鳥獣被害対策実施隊とは？
 市町村の非常勤職員として任命される。

→多くのところは、猟友会や市町村担当者が実施隊になってい
る。
 1年の常勤ではなく、獣害対策を実施したその日ごとに働くも
ので構わない。

→例えば、カワウの実施隊として、河川で追い払いを行うことも
可能。

 市町村の協議会の実施隊の活動範囲は各市町村内に限られ
る。

 近年、市町村協議会のソフト事業は、実施隊の人数が多いと
最大300万円の定額予算に増額される。
→実施隊以外が行う事業は2分の1助成

サル被害

カワウを対象とした鳥獣被害
防止総合対策事業への申請

市町村単独 広域連携

各市町村が申請

何種類の動物

が対象でもＯＫ

複数の市町村に

被害がある動物

広域協議会で申請Ｃ町
Ｂ村

Ａ市

カワウ協議会

カワウ

Ａ市協議会
サル対策で
２００万円

ＡＢＣ広域協議会として
Ａ市はカワウ対策で

２２０万円

複数の市町村
の協議会

２２０万円上限

広域協議会のメリットデメリット

 メリット

→複数市町村にまたがって広域協議会を作ると各市町村あたり
カワウだけの予算として220万円が配分される。
（実施隊事業にしないと2年目以降2分の1補助の可能性あり）

→広域協議会で集まる機会が増え、情報共有や合意形成につな
がる。

 デメリット

→各市町村の協議会の防止計画の事業からカワウを外す必要が
ある。：広域協議会の対象種とお金を重複させない。

→協議会の会計は漁協ではなく、市町村＝広域協議会の立ち上
げに市町村担当者が入っている必要がある。

カワウ補助金フローチャート

市町村の

被害防止計画

のカワウは対象種

カワウ以外にも

哺乳類の被害

が多い

水産庁+総務省

農水省ソフト事業に
実施隊事業で申請

広域の市町村で

協働してカワウ

対策をしたい

Yes

YesNo

水産庁+総務省

農水省ソフト事業

民間団体で申請

No

Yes

市町村の防止計画

のカワウを対象種に

入れてもらう

No

No

水産庁

Yes

水産庁+総務省

農水省ソフト事業

広域協議会で申請

取りやすいが
いつまで続くか不明

市町村が協力的なら

カワウで220万確保は魅力的
協議会の運営が困難か？

カワウ対策に使える補助金
カワウ専用の予算（内水面漁業振興法）

 水産庁→全国内水面漁連→各県漁連

鳥獣被害防止対策特措法の予算

 総務省→市町村 特別交付税

 農水省→鳥獣被害防止総合対策交付金

→市町村（市町村ごとの協議会）

→漁協 （民間団体として）

→広域協議会 （複数の市町村による

広域協議会として）

３つの団体で
申請が可能

各種補助金への申請準備
 水産庁のカワウ対策費と特措法の交付税措置を組み合
わせることが可能。

 鳥獣被害防止総合対策事業の被害防止計画の取り組み

 市町村で被害防止計画に入れた鳥獣は広域協議会の対象
種にはならないため、市町村単位でやるか、広域協議会
でやるかを選ぶ必要がある。

4月から：水産庁＋交付税措置で活動

6月から：総合対策事業の漁協予算で活動

両方出す場合、事業内容や事業内容の実施時期
が重複しないよう注意が必要。
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カワウ対策支援への現状
 特措法による支援（H25年2月現在）

 全国の市町村 1742
 特措法に基づく被害防止計画を持つ市町村の数 1195
 そのうちカワウを対象としている市町村の数 163
 被害対策の支援を実際に受けた漁協の数 37

 カワウ対策費１/２を使うと漁協の自腹が増え財政難

 カワウ対策にのべ256,308時間、3億4千万円のボランティア！

市町村レベルで
カワウ対策が後回しになっている現状。

純粋な被害額ももちろんですが、
河川の釣り客が市町村に落とす
観光としての価値を忘れずに。

カワウ事業に関する法律と担当部局

国

鳥獣保護及び管
理法

環境省

特措法

農水省

内水面振興法

水産庁

都道府県 自然保護課

特定計画（2種）
認定事業者

特措法の担当課
（農林水産部内）

全国内水面漁連
各ブロック

市町村 有害鳥獣捕獲
（猟友会委託）

農林課
被害防止計画
被害対策実施隊

漁協

カワウ対策

捕獲 防除・啓発 捕獲・調査

分掌（ぶんしょう）
 担当業務

 例）「有害鳥獣対策に関すること」

 例）「耕作放棄地対策に関すること」

 所管法律・制度

 例）鳥獣保護及び管理法

 例）っ対策協議会業務（特措法）

大事なのは前例と成功例、そして、事業後の検証

業務の予算獲得スケジュール
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

予
算
要
求
資
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（
担
当
レ
ベ
ル
）

担
当
課

概
算
要
求
（課
の
中
で
も
む

財
務
当
局

折
衝
（担
当→

課
長→

部
長
）

首
長
決
裁
・予
算
案

内
々
示

議
会
上
程
・公
表

当
初
予
算
内
示

カワウ管理計画のグランドライン

カワウ協議会（県）・カワウ管理計画

県内漁連

水系① 水系②

漁
協
A

漁
協
B

漁
協
C

漁
協
D

漁
協
E

漁
協
F

A村 B市 C町

農林水産部
水産課

内水面担当

水産試験場

自
然
保
護
課

農
水

特
措
担
当

野鳥の会 猟友会
有識者・専門家

水系会議
合意形成会議

カワウ管理の単位
 広域協議会

→県を超えてカワウの情報共有

 都道府県のカワウ協議会（特定計画）

→行政単位のカワウ管理指針の作成・県庁内の各部局の
役割分担の場、カワウに関する情報共有の場

 水系会議（市町村、漁協、県の担当者、河川管理者）

→実質的個体管理や被害防除の方針立案

 各漁協の対策（組合員、市町村実施隊など）

→水系会議の方針に沿った対策実行
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御静聴ありがとうございました

本研究を実施するにあたり御協力頂いた皆様に深く御礼申し上げます。
長岡技術科学大学学生諸氏、新潟県内水面試験場資源課の皆様、
全国内水面漁連・新潟県内水面漁連の関係者の皆様
大日本猟友会十日町支部の皆様、新潟県内の各内水面漁協の皆様
水研センター 坪井 潤一様

ぜんないＨＰより
PDFダウンロード可能

←「Let’s カワウ対策」
坪井 潤一著

「カワウに立ち向かう２→」
山本 麻希著


